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情報通信基盤の必要性

情報通信格差が，生活環境やビジネス環境の格差につながっている

LPWAやWi-Fi等の電波技術を利用した
IoTサービス等への取組により，

地域課題の解決や地域活性化が期待される。
ただし，伝送路としての「光ファイバの整備」が前提。

しかし，離島や過疎地域などの条件不利地域については，
採算性が厳しく民間事業者や市町村による整備が進まない。
→ 「電波利用料」を活用した国庫補助制度の創設を！
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■気候区 温帯 亜熱帯
■年平均気温 18.8℃
■年間降水量 3,664mm（全国１位）
■火山数 11 豊富な温泉 
■温泉源泉数 2,773（全国２位）

■有人離島 26島（全国４位）
■離島人口 約16万人（全国１位）

（県人口の約１割）
■離島面積 2,485k㎡（全国１位）

（県土の２８％）

県土の特徴
肥薩おれんじ鉄道

長目の浜

開聞岳

霧島神宮

佐多岬

奄美大島



●本県の４３市町村のうち，
・ 過疎は４１市町村
・ 辺地は４０市町村

当県 全国

0.27 0.50

●過疎市町村財政力指数平均

鹿児島県過疎地域市町村現況図(H27.４)

鹿児島県の過疎・辺地の状況

３
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スマート農業への取組み



屋
久
島

鹿児島の観光地

・世界自然遺産
・樹齢7,200年の縄文杉

霧
島
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・鹿児島のシンボル
・高さ1,117メートルの活火山 桜島
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(万人) 鹿児島県内の外国人延べ宿泊客数の推移

県内宿泊客の増加

2017年 宿泊旅行統計調査（観光庁）

・鹿児島県内の延べ宿泊者数は前年度比からの伸び率が全国１位。
・外国人観光客は年々増加しており，平成29年は過去最多。
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(万人) 鹿児島県内の延べ宿泊者数の推移
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●鹿児島県における民間施設の無料Wi-Fi整備状況

出典：(公社)鹿児島県観光連盟「平成27年度外国人観光客受入体制状況調査結果」

無料Ｗｉ－Ｆｉの整備状況

※調査対象は，県観光連盟に加入している施設等
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電波有効利用のための光ファイバ整備

条件不利地域では民間事業者による光ファイバ整備が進まず，
５ＧやＬＰＷＡ，Ｗｉ－Ｆｉ等の伝送路が確保できないため，地域
活性化を図るためのIoTサービスやWi-Fiサービスが利用できない。

それらの需要に携帯電話のみで対応しようとすると，通信容量の
制限やトラフィックの過密が生じる。また，災害時には，携帯電話網
のトラフィックが過大となり，通信が不安定になるリスクがある。

これらのボトルネックを解消し，電波の有効利用を図る
ためには，その前提として光ファイバの整備が必要！



9 総務省「ICTインフラ地域展開戦略検討会第１回会合事務局資料(H30.1)」

鹿児島県



平成30年1月現在

全域整備済
１５市町村

一部整備済
２３市町

全域未整備
５町村

市町村ごとの光ファイバの整備状況
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11
総務省資料（H29.9）「ICTインフラ整備について」
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公設による整備に
伴う市町村負担

整備費の負担

維持管理費の負担

職員の事務的負担

更新費用の負担

公設の維持管理に係る赤字額(例)

平成20年度･･･３市町村
平成21年度･･･９市町村
平成22年度以降の整備実績なし
※海底ケーブル敷設のみの事業は含まない。

●公設による整備実績

公設方式による光ファイバ整備
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・当初のみ整備費の一部を負担すれば，後年度の負担が不要。
・公設による職員の事務量負担が不要。
・常に民間による最新のサービスが提供可能。

平成24年度･･･２市町
平成26年度･･･１町
平成27年度･･･１町
平成28年度･･･５市町
平成29年度･･･10市町村

民設民営一部負担方式のメリット

●民設民営一部負担方式による実績

民設民営一部負担方式による光ファイバ整備

近年では，ほとんどが
民設民営一部負担方式による整備

Ｃ市･･･整備費約２１億円のうち，
負担金約１０億円

民設民営一部負担方式の整備費(例)

負担金部分に対する
補助制度なし(※)

※地方財政措置は設けられている。
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民設民営一部負担方式についても，補助事業の対象としてほしい
条件不利地域における整備については，国レベルでの整備が望ましい
地方財政措置だけでなく，民設民営一部負担方式に対する補助制度の創設を

●市町村からの主な意見

鹿児島県による光ファイバ整備に係るアンケート調査(平成29年8月実施)より

「負担金による民設民営方式」も補助金の対象とすることにつ
いて特段のご高配を賜るよう要望する。

●鹿児島県市長会から県への要望(H29.6)

●鹿児島県町村会から県への要望(H29.11)
民間事業者が条件不利地域における基盤整備を行う際の補助制
度の創設を求めます。

市町村からの要望
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まとめ

地域課題解決・地域活性化
のための電波利用

（ＬＰＷＡ,Ｗｉ－Ｆｉ等） プログラミング
教育テレワーク

IoT
(スマート農業)

遠隔診療

電波利用の前提となる情報通信基盤(光ファイバ)の整備が必要

電波利用料を活用し，民間事業者による整備を含めた
補助制度の創設を提案します。

観光
（防災）




